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概要 

近年、我が国でもキャッシュレス化が進展する中、政策的支援によってスマートフォンを

活用した個人向け（リテール）決済も急速に普及してきている。本稿では、このスマホを活

用したリテール決済に着目して、その機能と位置付けについて考察する。スマホを活用した

個人向け決済は、銀行間決済システムという従前のプラットフォームを利用しているもの

の、他のキャッシュレス決済とは異なる特徴も持つ。すなわち、クレジットカードは事後決

済となり、信用供与と伴うが、スマホ決済は即時決済を前面に押し出し、信用供与を伴わな

い形でサービスの提供が行われるため、決済リスクが極めて限定的な決済手段である。こう

したスマホ決済は従来のキャッシュレス決済とは異なるビジネスモデルを構築するもので

あり、金融分野と非金融分野の融合、すなわち日常におけるあらゆる場面を想定したサービ

スの提供が期待されている。 
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ご協力を賜った。関係者各位に厚く御礼申し上げる。 
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１．はじめに 

ICT の進展、特にスマートフォンの普及に伴い、我が国においてはスマホを用いた QR コ

ード決済やバーコード決済が新たなリテール決済手段として急速に広がっている。この要

因としては、1994 年に開発された QR コード技術と 2014 年頃から国際標準に基づくサービ

スが提供され始めた近距離無線通信（NFC）技術の開発が大きく貢献している。これらの技

術を活用して、2016 年に LINE Pay(2014 年設立)、Origami Pay(2012 年設立。2020 年にメル

ペイに吸収)がサービスを開始しており、新しい決済システムとして登場するや、瞬く間に

QR 決済事業者が乱立した。このような中、政府も政策的支援を進めており、例えば、それ

まで各企業が独自に作成したQRコードを利用者目線に立って日本統一規格とする JPQRモ

デル事業 (2019 年 8 月に長野県・和歌山県など 5 県においてモデル事業として先行実施)に

加えて、2019 年 10 月の消費税率引上げ対策のためのキャッシュレス・ポイント還元事業、

2020年 9月からのマイナンバーカード普及のためのマイナポイント事業等を実施してきた。 

しかし、国際的な比較において、我が国のキャッシュレス化は相対的にはまだ低い状況と

なっている。中国を初めとするキャッシュレス先進国においては 2014 年頃から QR コード

を活用した形でキャッシュレス化が急速に進展したものの、我が国におけるリテール決済

においては、これまでクレジットカードやデビットカードが導入されたにもかかわらず、キ

ャッシュレス化はなかなか進展しない状況が続いている。 

他方、QR コードなどを活用したスマホ決済はインフラ整備を基本とした手数料ビジネス

ではなく、消費情報に関するビッグデータを用いたビジネスを進めるなど、キャッシュレス

化の進展に資することが大いに期待される。特に、新型コロナウイルス感染症により海外旅

行が世界的にストップしている状況が改善し、我が国においても訪日外国人観光客が戻り、

インバウンド消費が増加した暁には、それに伴い、我が国におけるキャッシュレス化を牽引

することが期待される。 

これまでのところ、広くキャッシュレス化を扱った議論は少なくない（中田 2018, 2019; k

経済産業省 2018; 財務省財務総合政策研究所 2019）。しかし、スマホ決済は政策的支援によ

って急速に普及する一方、スマホ決済の機能に関する考察は乏しい。そこで、本稿では個人

向け（リテール）決済におけるキャッシュレス化の進展度合いを改めて整理した上で、新た

なビジネスモデルを展開する「スマホを活用したリテール決済」に着目して、リテール決済

システムにおけるスマホ決済の機能と位置付けを明らかにする。 

 本稿の構成は以下のとおりである。２節では、我が国においてキャッシュレス決済の現状

と課題、特にキャッシュレス決済が普及しにくい背景を説明する。３節では、統計データに

基づき訪日外国人観光客の動向とともに、決済手段を含むインバウンド需要の内容につい

て考察する。その上で、４節において個人向けキャッシュレス決済（特に QR コード決済）

の現状と特徴を整理し、特にスマホを活用したキャッシュレス決済が日本の決済システム

の中で特異な進展を示していることを明らかする。最後に、５節で結論を述べる。  
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２．キャッシュレス決済の現状と課題1 

 我が国では政府が 2014 年に「キャッシュレス決済の普及による決済の利便性・効率性の

向上を図る」（日本経済再生本部 2014, p.77）旨を掲げて以降、キャッシュレス決済の推進を

進め、また「未来投資戦略 2017」の中ではキャッシュレス化を後押しするとし、KPI（Key 

Performance Indicator：重要な評価指標）として「2027 年 6 月までに、キャッシュレス決済

比率を倍増して、4 割程度とすることを目指す」（日本経済再生本部 2017, p.60）とした。さ

らに 2020 年の「成長戦略フォローアップ」の中では、2019 年のキャッシュレス決済比率が

26.8%であることを示した上で、目標到達の時期を「2025 年 6 月までに」（日本経済再生本

部 2020, p.14）前倒ししている。 

 経済産業省の「キャッシュレス・ビジョン」に基づくと、キャッシュレス決済のメリット

として「実店舗等の無人化省力化、不透明な現金資金の見える化、流動性向上と、不透明な

現金流通の抑止による税収向上につながると共に、さらには支払いデータの利活用による

消費の利便性向上や消費の活性化等、国力強化につながる」（経済産業省 2018, p.2）ことが

期待される。他方、諸外国と比較して、我が国ではキャッシュレス化が十分には普及してい

ない。また、コロナ禍以前の 2019 年まで、訪日外国人観光客やそれに伴うインバウンド需

要は順調に増加しており、コロナ収束後には再びインバウンド需要が増加することが期待

される。キャッシュレス化の更なる推進のためには、我が国がインバウンド需要を更に取り

込んでいくことが重要である。そこで、本節ではキャッシュレス決済の普及状況を確認した

のち、我が国においてキャッシュレス決済が普及しにくい背景について確認する。 

 

2.1 キャッシュレス決済の定義 

 キャッシュレス決済については広く共通して認識されている定義は存在しないが、「キャ

ッシュレス・ビジョン」では「物理的な現金（紙幣・硬貨）を使用しなくても活動できる状

態」（経済産業省 2018, p.4）のことを指すとしている。また、キャッシュレス支払いに関連

する経済主体としては消費者（C: Consumer）、事業者（B: Business）、政府（G: Government）

が存在するが、ここでは事業者と消費者間の支払い、いわゆる B2C に焦点を当てて議論す

る。 

 日本におけるキャッシュレス決済の普及状況を捉えるに当たっては、指標としてキャッ

シュレス決済比率が用いられ、これは次の定義式に基づいて算出される。 

 

キャッシュレス支払手段による年間支払金額÷国の家計最終消費比率 

 

 図 2-1 は各国のキャッシュレス決済比率を示している。2015 年から 2019 年にかけて各国

とも比率を高めているが、国家間の違いは大きい。2019 年で見ると、韓国は 98.1%であり、

次いでカナダやオーストラリアは 6 割強、またキャッシュレス化が進んでいる国は４割以

 
1 本節の内容は主に経済産業省(2018)「キャッシュレス・ビジョン」の内容を元にしている。 
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上の水準となっている。これに対して、日本も近年は比率を高めつつあるが、2019年が 26.8%

となっており、相対的にはまだ低い状況となっている。図 2-2 は日本におけるキャッシュレ

ス決済の金額やその内訳の推移を示している。日本のキャッシュレス決済の規模は増加傾

向にあり、2019 年時点で約 80 兆円となっている。内訳を見ると、クレジットカードがほと

んどを占めており、デビットカードはあまり利用されていない。ただし近年、電子マネーに

よる決済も増えてきている。また、日本の特徴はカードの保有枚数も挙げられ、「キャッシ

ュレス・ビジョン」は 2015 年時点で「我が国は総人口一人あたり 7.7 枚のカードを保有し

ており、これはシンガポールに次いで大きな値である。日本人は、世界的に見ても現金以外

の支払手段を多種・多数保有している」（経済産業省 2018, p.11）ことを指摘している。 

 ところで、ここで扱ったキャッシュレス決済比率は国家間比較が可能であるという利点

を有するものの、定義上、いくつかの留意点がある。第１に、分母（国の家計最終消費支出）

に持家の帰属家賃が含まれていることが挙げられる。これは、持家を借家とみなした場合に、

家計が支払うであろう家賃の大きさを指す。持家の住宅から得られるサービスに相当する

価値を見積もり、これを住宅費用とみなす考え方である。しかし、実際には支払い行為がな

いため、キャッシュレス決済比率の算出に当たっては帰属家賃を除外するという考え方も

ある。このように持家の帰属家賃を含めている場合、分母（家計最終消費支出）は過大評価

されるため、キャッシュレス決済比率は過小評価される可能性がある。なお、キャッシュレ

ス推進協議会(2020)はこの点について議論し、持家の帰属家賃を除いた場合についても計測

している。その結果、キャッシュレス決済比率は持家の帰属家賃を除くことで 2%ポイント

程度上昇することを示している。 

第 2 に、分子（キャッシュレスの支払金額）に銀行口座間送金が含まれていないことが挙

げられる。日本は他国と比較するとき、銀行口座間の電子送金取引が普及しており、キャッ

シュレス決済比率の算出に当たっては銀行口座間送金を含めるという考え方もある。こう

した銀行口座間送金を含めない場合、分子（キャッシュレスの支払金額）は過小評価される

ため、キャッシュレス決済比率も過小評価される可能性がある。キャッシュレス推進協議会

(2020)はこの点についても議論し、全国銀行協会や日本クレジットカード協会の調査結果を

紹介している。例えば、全国銀行協会の調査では個人給与受取口座等からの払い出しに占め

る振込・口座振替（口座引落し）2の割合も含めている。全国銀行協会(2020)によると、個人

の給与受取口座等からの出金のうち、キャッシュレスによる払い出しの割合は 57.3%（2020

年上半期）である。また、日本クレジットカード協会の調査も口座振替などを含めており、

日本クレジットカード協会・野村総合研究所(2020)によると、家計消費調査からみたキャッ

シュレス決済比率は 62%（2019 年）である。このように、日本におけるキャッシュレス決

済の普及状況を捉える際、銀行口座間送金を含めるかどうかの扱いはキャッシュレス決済

比率の水準に大きな影響を与える。またこれらの点を踏まえ、坂巻(2019)では「銀行口座間

 
2 銀行口座間の送金として振込、口座振替（口座引落し）がある。それぞれの違いについては、4.1 節 (2) 

に詳述している。 
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送金を含めれば、日本のキャッシュレス決済比率はより高い水準にあると考えられる」と指

摘している。 

 

2.2 キャッシュレス決済が普及しにくい背景 

 キャッシュレス決済比率の大きさは、その定義上、特に銀行口座間送金を含めるかどうか

に影響を受ける。こうした中で、少なくともクレジットカード、デビットカード、電子マネ

ーなどを使用した店舗等でのキャッシュレス決済について言えば、他国との比較において

日本の普及状況は未だ低い状態が続いている。「キャッシュレス・ビジョン」では日本にお

いてキャッシュレス決済が普及しにくい背景として、（１）社会情勢、（２）実店舗等、（３）

消費者、（４）支払サービス事業者の点から整理している（経済産業省 2018, 3.1 節）。 

社会情勢の点から見ると、キャッシュレス決済が普及しにくい理由としては現金を好む

国民性がある。こうした背景には、盗難の少なさなどといった治安の良さや、偽札の流通が

少ないなどといった現金に対する高い信頼が挙げられる。また、日本はむしろ現金の利用環

境も進んでいる。例えば、店舗等において POS（レジ）の処理は早くて正確であるため、店

頭で現金を取り扱う煩雑さは少ない。さらに、ATM を通じて現金の入手が容易であること

も、現金の利便性を高めている。 

 実店舗等の側から見ると、キャッシュレス支払いを導入することに伴う多様なコストが

存在する。まず、支払端末を導入する際にコストが発生し、これは異なる支払手段を採用す

るたびに生じる。また、運用時においても、支払サービス事業者に支払う手数料などがかか

る。さらに、支払後は資金化するまでにタイムラグが発生し、例えばクレジットカードの場

合は資金化までに半月から１ヶ月程度かかる。 

 実店舗等でキャッシュレス決済の導入が進まない状況は、消費者の行動にも影響を与え

る。すなわち、消費者にとって利便性が乏しいために、キャッシュレス支払いへの移行を躊

躇させているところがある。また、キャッシュレス支払いに関連した各種の不安もある。例

えば、キャッシュレス支払いを利用することに伴って使いすぎてしまうのではないかとい

う懸念のほか、暗証番号・個人情報の流出やシステムの脆弱性をついた不正の発生といった

セキュリティ上の不安などが挙げられる。 

 支払サービス事業者にとっても多様なコストがかかっている。例えばクレジットカード

会社においてはポイントなどに関する費用、貸倒費用、入会・請求・遅延管理等の事務処理

に関するシステムの導入・維持費用、加盟店の営業・管理に関する費用が挙げられる。また、

日本では商慣習上、一つの加盟店に対して複数のクレジットカード会社（アクワイアラ）が

存在するマルチアクワイアリング方式が採用されている。こうした環境は市場の競争原理

が機能して、利用者にとっては利便性が高まるものの、支払サービス事業者の収益性を圧迫

していると言われる。すなわち、クレジットカード会社にとっては取引規模が見込める大規

模加盟店ほど（クレジットカード会社間の）競争が働くことにより、手数料を低下させる傾

向にある。他方、取引規模が見込めない中小・零細加盟店では手数料が高止まりする傾向に
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ある。こうした状況は、支払サービス事業者に対しては事業の収益低下を通じて加盟店の開

拓を進めにくくさせるほか、中小・零細加盟店に対しては手数料の高さを通じてキャッシュ

レス支払いの導入を進めにくくさせる可能性がある。日本におけるキャッシュレス決済の

普及を進めるに当たっては、こうした課題を解決していくことが求められている。 

 

３．インバウンド消費におけるキャッシュレス化の動向 

 2019 年末までは、少子高齢化に伴う国内需要の減少という構造的な要因に対応するため、

我が国では政府主導により、経済成長の回復に向けた新たな需要創出を期待して、海外から

日本を訪れる外国人観光客やそれに伴う消費（インバウンド需要）の掘り起こしに力を入れ

た結果、訪日外国人観光客は大きく増加してきた。しかしながら、2020 年に入り、新型コ

ロナウイルス感染症が世界的に流行したため、海外旅行が一時的に自粛されるものの、ワク

チン接種の効果なども期待され、コロナ収束後には再びインバウンド需要への期待が高ま

ることが予想されるとともに、キャッシュレス社会の先進国である中国などからの訪日観

光客が起爆剤となって、我が国のキャッシュレス化に拍車が掛かることが期待される。そこ

で、いま一度、我が国における外国人観光客やキャッシュレス決済に関する現状と課題を確

認しておくことは有意義と言える。本節ではコロナ禍以前における訪日外国人観光客やイ

ンバウンド消費とともに、インバウンド消費におけるキャッシュレス利用の動向について

確認する。 

 

3.1 訪日外国人観光客の動向 

 図 3-1 は訪日外国人観光客数の推移を示している。日本を訪れた外国人観光客は約 520 万

人であった 2003 年以降、リーマン・ショックからの影響を受けた 2009 年や東日本大震災

からの影響を受けた 2011 年に一時的に落ち込んだものの、おおむね増加傾向を示している。

その後、2010 年代の増加は目覚ましく、2011 年に約 620 万人であったのに対して、2019 年

には約 3,190 万人まで拡大している。国籍別の内訳を見てみると、中国・韓国・台湾・香港

といった東アジア４ヶ国・地域からが中心となっており、2019 年は約 2,230 万人で全体の

70.1%を占めている。図 3-2 は国籍別の訪日外国人観光客数について、2003 年の水準を 100

とした場合の指数を表している。全世界で見ると、中国の大幅な増加が牽引して 2019 年は

611.7となり、2003年比で約6倍増加している。国籍別に見てみると、中国（2019年で2,137.9）、

香港（同 880.3）、台湾（同 622.7）、韓国（同 382.7）の順に大きい。また、こうした動向は

宿泊者数にも表れている。図 3-3 は訪日外国人観光客の延べ宿泊者数の推移を示している。

延べ宿泊者数は 2010 年代に一貫して増加し、2019 年は 1.16 億人泊となっている。 

 しかし、国内の地域別に見てみると外国人観光客の訪問には偏りがあり、全国で等しくイ

ンバウンド需要増加の恩恵を受けているわけではない。図 3-4 は訪日外国人観光客の訪問率

を都道府県別に示したものである。訪問率は、外国人観光客が急増する前の 2012 年も、そ

の後の 2019 年も、主に首都圏や近畿圏で高くなっている。図 3-5 は訪日外国人観光客の延
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べ宿泊者数を都道府県別に示したものである。延べ宿泊者数は東京都、大阪府、京都府、北

海道、沖縄県の順に大きく、またこれら特定の地域に集中している。内閣府(2018)はこうし

た地域間の偏在を指摘した上で、これらの５都道府県を「成熟圏」、それ以外の 42 県を「潜

在成長圏」と呼び、双方を分けて捉えている。このように、外国人観光客は訪問先・宿泊先

いずれで見ても、いわゆる成熟圏の地域に集中しており、いかにインバウンド需要増加の恩

恵を潜在成長圏の地域にも波及させるかが課題となっている。なお、内閣府(2018)では『訪

日外国人消費動向調査』（観光庁）の個票データを使用した分析から、「中国からの旅行者を

基準として、ヨーロッパ諸国・ロシアからの旅行者はより潜在成長圏を訪れている一方、韓

国や香港、台湾といったアジア諸国・地域からの旅行者は、潜在成長圏を訪れない傾向にあ

る。また、滞在日数が多いほど潜在成長圏を訪れている。訪日回数が多いほど潜在成長圏を

訪れる旅行者が多いという結果になっているが、（中略）３回目以上では潜在成長圏を多く

訪れる傾向がある」（内閣府 2018, p.48）としている。 

 

3.2 インバウンド需要の動向 

 次に、インバウンド需要の動向について見ていく。図 3-6 はマクロ統計で見た訪日外国人

観光客の国内消費額に関する推移を示しており、ここでは『国民経済計算』における「非居

住者家計の国内直接購入」の値を利用している。訪日外国人観光客による消費の動向は訪日

外国人観光客数の増加（図 2-1）と同様に 2010 年代の増加が目覚ましく、また、消費の伸び

はむしろ観光客数の伸びよりも大きくなっている。特に 2015 年は中国人旅行者の「爆買い」

が話題となり、単年で見た伸びが大きい。足元の 2019 年は約 4.6 兆円であり、これを国内

家計最終消費支出に対する割合でみると 1.5%に相当し、年を経るごとにその比率が高まっ

ている。 

他方、インバウンド需要の大きさをマクロで捉えるとき、訪日外国人観光客数の規模とと

もに単価の大きさによる影響を受けるため、併せてここで確認する。図 3-7 は一人一回あた

り旅行消費単価の推移を示している。マクロで見た消費額ほどではないが、同様に旅行消費

単価も 2010 年代は増加傾向にあり、足元の 2019 年は約 13.8 万円である。ただし、こうし

た旅行消費単価は国籍ごとの違いも大きい。図 3-8 は旅行消費単価を国籍別に示したもので

あるが、我が国にとってインバウンドの中心である東アジア４ヶ国・地域からの外国人観光

客は、中国を除けば旅行消費単価が必ずしも高いわけではなく、相対的に見るとイギリス、

ドイツ、フランス、アメリカ、オーストラリアなど欧米からの外国人観光客の方が高い。ま

た、図 3-9 に示すとおり旅行消費単価を都道府県別にみると、東京都、北海道、沖縄県、大

阪府などが高い。こうした特徴は訪日外国人観光客の訪問率（図 3-4）や延べ宿泊者数（図

3-5）と同様に成熟圏に集中しており、結果として潜在成長圏にはインバウンド・マネーが

届きにくい実態が表われている。 

 次に、東アジア４ヶ国・地域を中心に外国人観光客による消費の内容や決済手段について

見ていく。表 3-1 は一人一回あたり旅行消費の費目別構成比を国籍別に示している。全国
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籍・地域の場合、宿泊費が 29.9%、飲食費が 21.9%、買物代が 33.6%となっている。これに

対して、中国からの観光客は宿泊費が 21.2%、飲食費が 17.2%、買物代が 51.1%となってお

り、特にショッピングを楽しむ傾向が強い。図 3-10 に示すとおり一人一回あたりの旅費消

費の費目別金額をみると、いずれの費目も中国・香港は全国籍・地域とほぼ同額である中、

中国だけは買い物代が約２倍となっており、その分だけ中国の総額が多くなっている。一方、

韓国・台湾の場合、全国籍・地域と比べて４～６割となっており、これら両国では、滞在日

数が少ないなど、全費目において旅費消費額を低く抑えている実態が分かる。 

こうした外国人観光客がどこで買物をしているかを見ていくと、表 3-2 は買物場所に関す

る外国人観光客の回答割合を国籍別に示している。全国籍・地域の場合、買い物場所の中心

となっているのはコンビニエンスストア（73.9%）、空港の免税店（59.8%）、ドラッグストア

（59.5%）、百貨店・デパート（55.6%）である。国籍別に見ると、中国からの観光客はショ

ッピングを楽しむ傾向が強いため、上記４つの買物場所についてはそれぞれ回答率が高く、

全国籍・地域と比較すると特にドラッグストア（88.7%）や空港の免税店（79.7%）が高い。

このほか、家電量販店（33.1%）も相対的に高い。こうした背景には後述するように、中国

からの観光客は化粧品、医薬品、酒、たばこ、電気製品などに対する関心が高く、免税店を

通じて積極的に買い求めていることが挙げられる。また、香港や台湾も中国と同様に、上記

４つの買物場所についてはそれぞれ回答率が高く、全国籍・地域と比較すると特にコンビニ

エンスストアやドラッグストアが高い。一方、韓国からの観光客は買物よりも飲食を楽しむ

傾向が強いため、全国籍・地域と比較すると上記４つの買物場所についてはそれぞれ回答率

が低い。なお、ディスカウントストア（27.6%）の回答率が比較的高い点は特徴的である。 

 また、外国人観光客がどのような決済手段で買い物をしているかを見ていくと、表 3-3 は

決済手段に関する外国人観光客の回答割合を国籍別に示している。全国籍・地域の場合、利

用したキャッシュレス決済手段としてはクレジットカード（59.5%）、Alipay や WeChatPay

などといったモバイル決済（20.1%）が多い。国籍別に見ると、中国からの観光客はクレジ

ットカード（61.2%）、モバイル決済（73.2%）のほか、デビットカード（27.7%）が多く、全

国籍・地域と比較すると、特にモバイル決済やデビットカードとする回答率が著しく高い。

他方、香港や台湾、韓国もクレジットカードとうる回答率が高いが、中国とは異なりモバイ

ル決済やデビットカードとする回答率は低い。 

このように、訪日外国人観光客の決済手段としてはクレジットカードを中心にキャッシ

ュレス決済の割合が高く、また中国からの観光客を中心にモバイル決済やデビットカード

も利用されつつある。モバイル決済の利用が高まる背景には、スマートフォンの利用が高ま

っていることも挙げられる。内閣府(2018)によると、2017 年時点の調査で「訪日してから滞

在中に役立った情報源についてみると、スマートフォンの回答が圧倒的に多い。2011 年と

比較してもスマートフォンの利用率が急速に伸びている」（内閣府 2018, p.58）ことが確認さ

れている。他方、観光庁は毎年、訪日外国人観光客に対して受入環境整備に関するアンケー

ト調査を実施している。観光庁(2020)の調査結果によると、観光客が旅行中に困ったことと
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して、2017 年度で「無料公衆無線 LAN 環境」の不備が 21.2%、「クレジットカード／デビ

ットカードの利用」場所の不足が 14.2%となっており、通信環境やキャッシュレス決済につ

いて不満を抱えていることが少なくなかった。これらのことについては、2019 年度の同調

査で「無料公衆無線 LAN 環境」が 11.0%、また「クレジット／デビットカードの利用」が

7.0%となり、いずれの項目についても改善傾向が確認される（観光庁 2020, p.5）。ただし、

2019 年度においても都市部と地方部の比較では、双方で状況が異なっている。すなわち、

受入環境として便利かどうかを回答させる質問の中で、「無料公衆無線 LAN 環境」ついて

は都市部で便利と回答する割合が 70%となる一方、地方部ではそれが 31%に留まっている。

また、「クレジットカード／デビットカードの利用」についても都市部で便利と回答する割

合が 78%となる一方、地方部ではそれが 46%に留まっている（観光庁 2020, p.14）。このよ

うに、無料公衆無線 LAN やキャッシュレス決済の環境は改善が進んでいるが、特に地方部

において未だ快適に旅行できているわけではなく、環境整備上の課題を残している。 

 

４．キャッシュレス決済（特にスマホを活用したリテール決済）の現状と特徴 

ICT の進展に伴い、我が国においてはスマートフォン3を活用した QR コード決済やバー

コード決済が急速に広がっている。 

スマホ決済は、中国を初めとして QR コード決済がかなり普及している。特に、中国では

お財布代わりとしてスマホの QR コード決済が使われている。事後決済となり、信用供与を

行うクレジットカードは異なり、即時決済を前面に押し出し、信用供与を伴わない形でサー

ビスの提供が行われており、決済リスクが極めて限定的となっている。スマホ決済は E-

Commerce においても活用されている。QR コード決済サービスの提供事業者が乱立する日

本との大きな違いは Alipay、Wechatpay の 2 つが主流となっている点である。 

このような状況の中、総務省が 2018 年 6 月に令和元年度補正予算を使って日本における

統一規格である JPQR モデル事業を実施し、それまで各企業が独自に作成した QR コードに

ついて、利用者目線に立って QR コード決済サービスの環境整備を進めた。 

本節では、日本おけるキャッシュレス決済、特にスマホを用いた個人向け決済に焦点を当

てて、決済システム全体の中からみた位置付け、機能や特徴を浮き彫りにしたい。 

 

4.1 決済の仕組みと日本における制度の概要 

（１）決済システムと資金決済の仕組み 

我が国の決済システムは次に示すとおり、３つの基準に従って分類できる。 

 

① 決済システムは、売買取引後、次の３段階から成り立っている。 

A) 指図・照合を行う管理機能 

B) 債務の引受け、ネッティング（決済資金額の相殺）、振替指図を行う清算機能 

 
3 以下、スマホと呼ぶ。 
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C) 資金決済(振替)、有価証券の場合の証券決済（保管・振替）を行う決済機能 

② 決済システムは取引対象に基づき、大きく分けて、（a）資金の受渡しを行う資金決済、

（b）有価証券の受渡しを行う証券決済の２種類から成り立っている。本稿においては

資金決済について検討する。 

③ 資金決済は、個人・企業などの利用者間の決済を指す「リテール決済」と金融機関や資

金決済サービス業者などの資金決済サービス提供者間の決済を指す「ホールセール決

済」がある。特に、リテール決済には「個人と個人・企業の間の個人向け決済」と「企

業間の決済」がある。 

 

日本における資金決済は、一般社団法人全国銀行資金決済ネットワークが運営する「全国

銀行データ通信システム（全銀システム）4」や金融機関と結び付いている「日本銀行金融

ネットワークシステム（日銀ネット）」を用い、日本銀行に預けられている金融機関の当座

預金を通じて清算が行われ、決済完了（ファイナリティー）となる。 

これらの３つの基準に従って分類すると、図 3-1 の「リテール（個人向け）決済と決済シ

ステム」のとおりに表される。 

本稿においては、図 3-1 の左上に示された領域である「個人を中心としたリテール決済

（以下、「個人向け決済」と呼ぶ。）」に焦点を当てて検討する。この領域の特徴は、決済件

数はかなり多いものの、１件当たりの決済額はその大多数がかなり小さく、決済総額として

は小規模である。特に、最近はお財布代わりにスマホを用いた個人向け決済である QR コー

ド決済・バーコード決済が導入され、1,000 円以下の小銭相当額の支払いにも使用されるよ

うになり、1 件当たりの決済額を引き下げる要因となっている。 

 

（２）日本における個人向け資金決済の仕組み 

図 4-2 は日本における個人向け資金決済の仕組みを示している。それぞれの概要は次の通

りである。 

 

① 現金 

最も基本的な決済手段。紙幣・硬貨を用いて行う。 

 

② 小切手 

金融機関等の発行する小切手を用いる。全国各地にある手形交換所5を通じて清算が

行われ、収支尻を日銀ネット・当預系システム6によって決済を完了させる。 

 

 
4 2019 年 11 月 4 日に第 7 次全銀システムが稼働し、これにより従来のコアタイム（08:30-15:30）に加え

て、一部の金融機関においては、これ以外の時間帯をモアタイムとして 24 時間・365 日で対応している。 
5 2021 年 2 月時点で 179 箇所。 
6 日銀ネットには資金決済を担う当預系と国債の決済を担う国債系のシステムがある。 
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③ デビットカード 

支払いに当たり預金口座（残高の範囲内）を通じて即時決済が行われるカードを指す。

デビッドカードには、銀行のキャッシュカードをそのままお買い物で利用できる J-

Debit と、国際ブランド加盟店で利用できる国際ブランド付きデビットカード（ブラン

ドデビットカード）の２種類がある。 

J-Debit においては 1999 年に NTT データが設立したクリアリングセンターと全銀シ

ステムにおいて清算が行われ、日銀ネット・当預系によって決済が完了する仕組みとな

っている。 

一方、ブランドデビットカードの場合、クレジットカードの決済システムを利用して

行われている。 

 

④ 代理収納 

コンビニエンスストアを中心とし、バーコード決済等を用いて代理で料金を収納す

る決済方法を指す。POS レジやキオスク端末などを活用しつつ、代行業者が仲介して

いる。 

代理収納においては、マルチペイメント・ネットワーク7を通じて収納管理が、クリ

アリングセンターと全銀システムによって清算が行われ、日銀ネット・当預系によって

決済が完了する仕組みとなっている。 

 

⑤ 振込等 

金融機関等の預金口座を用いて資金の受払いを行う仕組みである。具体的な決済方

法は、原則として金融機関や資金移動業者が清算を行うとともに、銀行間の受払いにつ

いては全銀ネットが清算機能を担い、日銀ネット・当預系によって決済を完了させてい

る。 

 

⑥ 口座振替（口座引落し） 

振込と同様、金融機関の預金口座を用いて資金の受払いを行う仕組みであるものの、

利用者のうち一方の当事者である消費者（個人）の預金口座から財・サービスの対価と

して代金を引き落とし、事業者の預金口座に自動的に振り替える仕組みを指し、原則と

して金融機関が清算を行うとともに、銀行間の受払いについては全銀ネットが清算機

能を担い、日銀ネット・当預系によって決済が完了させている。 

 

⑦ クレジットカード 

デビットカードと同様、支払いに当たり消費者の預金口座を通じて決済が行われる

 
7 2001 年 3 月に日本銀行・金融機関・民間収納機関等によって、日本マルチペイメントネットワーク運営

機構が設立され、同ネットワークが運営されている。 
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ものの、即時決済ではなく、事後的に決済が行われるカードを指す。 

具体的には、クレジットカード会社がクレジットカードを発行し、クレジットカード

会社は財・サービスを提供した事業者に対して立替払いを行い、その後、クレジットカ

ード会社が消費者の保有する金融機関の預金口座からの引落としなどを行い、金融機

関・全銀ネットが清算機能を担い、日銀ネット・当預系によって決済が完了させている。

また、クレジットカード会社と事業者（クレジットカードの加盟店）の間で決済代行会

社が仲介（代金の立替払い、取引管理など）を行うこともある。 

 

 なお、リテール決済には、上述した①～⑦に示す個人向け決済手段8のほか、事業者間の

決済手段である手形、さらには短期金融市場、外国為替市場、店頭デリバティブ市場、取引

所デリバティブ市場等を対象とした決済手法がある。 

 

4.2 新たな個人向け決済手段：スマホを活用した QR コード決済 

近年、新たな個人向け決済手段としてスマホを用いた QR コード決済およびバーコード決

済9が注目を浴びている10。我が国では、2016 年に LINE Pay11、Origami Pay12がサービスを開

始して以来、QR 決済事業者が乱立している中、2019 年以降、スマホを活用した QR 決済は、

日本の統一規格である JPQR 普及事業やポイント還元事業等を契機に急速に普及してきて

いる13。 

決済の仕組みは、図 4-3 の「リテール（個人向け）決済とホールセール決済」に示すとお

り、上述した④～⑦の既存の決済システムを活用しており、個人向け決済手段として提供さ

れる QR コード決済やスマホによる読取りは利用者（個人と個人・企業）間の決済手段の一

形態として活用されているだけであり、新たな決済プラットホームを構築している訳でも

なく、基本的な決済の仕組みに変更はないと言える。確かに財・サービスの購入・消費に当

たって、一見、新たな個人向け決済手段を提供しているように見えるものの、実体としては、

代理収納・振込・口座振替による事前払い（チャージ型）、口座振替・クレジットカードに

よる事後払い（同時払い）14という決済手法を活用しているだけである。 

すなわち、「事前払いのプリペイドカード、事後払いのクレジットカードというカード決

 
8 このほか、プリペイドカードとして使い切り型とチャージ型がある。商品券と同様、決済手段というより

も財・サービスの前払いによる購入としての性格が強い。 
9 一次元のバーコードと二次元の QR コードがある。ここでは、基本的に QR コードを取り上げる。 
10 QR コードは 1994 年にデンソー㈱が開発・公表。 
11 LINE Pay は 2014 年に設立。 
12 Origami Pay は 2012 年に設立され、2020 年 2 月にメルカリの子会社となり、4 月にメルペイに吸収され、

Origami Pay サービスの提供を終了。 
13 2012 年に発足した米国の小売業者連合「Merchant Customer Exchange（MCX）」が導入した「CurrentC（カ

レンシー）」というサービスにおいて QR コード方式を採用。 
14 QR コード決済には、預金口座の引落し、コンビニエンスストア等の代理収納、クレジットカードを通

じて事前払いするチャージ型、決済すると登録した預金口座から登録した自動的に引き落とされる口座振

替型（即時に決済されるもの（デビット型）と一定の期日を決めて決済されるもの）、クレジットカードと

ひも付けて利用するクレジットカード連携型がある。なお、クレジットカードを使うチャージ型もある。 
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済という手法」を「スマホと QR コードを活用した決済手法」に変更したに過ぎないと言え

る。 

しかしながら、消費者と販売事業者間で行われる個人向け決済方法はいろいろなバリエ

ーションがあり、販売事業者がカード情報を読み取るだけのカード決済とは大きく異なる。 

すなわち、（a）スマホにインストールしたアプリケーション機能を使い、消費者がスマホ

にそれぞれの決済ごとに表示される QR コードを提示して販売事業者が機械で読み取る消

費者提示型（CPM = Consumer-Presented Mode）と、（b）販売事業者が紙または PC 等に表示

された QR コードを提示して消費者がスマホで読み取る販売事業者提示型（MPM = 

Merchant-Presented Mode）がある。さらに、後者の MPM には、（b-1）あらかじめ決められ

た QR コードを紙等で表示する静的 QR コードと、（b-2）決済ごとに作成される QR コード

を利用する動的 QR コードがある。 

CPM の場合は販売事業者側が読取機械を導入する必要があり、投資コストが高く、百貨

店・スーパーなどの大規模店舗やコンビニ向けであるが、MPM の場合は消費者のスマホを

使って読み取るので販売事業者の投資コストが低く、小規模店舗向けと言える。 

以上、述べたとおり、スマホを用いた QR コード決済の特徴は多様性にある。スマホと QR

コードを利用するという共通項はあるものの、実際の決済時点については事前払いと事後

払いの２種類、決済方法については CPM や MPM（静的・動的）の３種類、さらには決済

システムについては代理収納・振込・口座引落・クレジットカードの４種類に大別される。 

なお、スマホ決済が使われるようになった大きな理由の一つに近距離無線通信（NFC = 

Near Field Communication）技術、すなわち、非接触データ通信技術の開発が挙げられる。NFC

には、1988 年にソニーが開発に着手し、1997 年からサービスを開始した Felica、オランダ

の NXP セミコンダクターズ（旧フィリップス）が開発した Type A、アメリカのモトローラ

社が開発した Type B などがあり、当初、NFC 技術は乱立していたものの、国際標準の規格

である（上位規格の）NFC（ = Near Field Communication）が開発され、2014 年頃から各国

でサービスが開始された。これを契機に、日本では 2016 年から NFC を活用してスマホ決済

が開始され、急速に進展したと言える。 

 

4.3 QR 決済の普及状況：統一 QR(JPQR)普及事業とポイント還元等 

QR 決済事業者ごとに異なっていた QR コードを統一規格 JPQR に統合すべく、2019 年 3

月以降、総務省・経済産業省の支援の下、一般社団法人・キャッシュレス推進協議会がガイ

ドライン等を公表し、同年６月頃から総務省によって長野県・和歌山県・岩手県・福岡県に

栃木県15を加えた５県を対象に JPQR 普及モデル事業16を実施した。 

 
15 長野県・和歌山県・岩手県・福岡県の場合は総務省の統一 QR「 JPQR」普及事業。栃木県の場合は

同県独自の事業として統一 QR コード決済導入促進事業を実施。  
16 統一 QR コード決済導入促進事業として、2019 年度には平成 30 年度補正予算（モバイル決済モ

デル推進事業）8.5 億円、2020 年度には平成 31 年度補正予算 1.2 億円・令和 2 年度当初予算 10.8 億円（マ

イナポイント関連事業を含む。）の合計 12 億円の規模となっている。 
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図 4-4 に示すとおり、同事業に加え、2019 年 10 月の消費税率引上げに伴う需要平準化策

として実施された経済産業省によるキャッシュレス・ポイント還元事業が相俟って、2019 年

度には５県合計で 11,872 店舗が JPQR を導入し、キャッシュレス決済が急速に進展した。

なお、これら店舗のうち CPM が 4,730 店舗、MPM が 7,142 店舗となっており、上述したと

おり、投資コストが低く、小店舗向けの MPM が約６割も占めている（CPM の約 1.5 倍とな

っている。）。2020 年度には引き続き全国に JPQR を普及させる事業を推進させている。 

さらに、2020 年 4 月に免税販売手続きが従来の手書き申請から電子申請に全面的に移行

することとなり、海外旅行者によるスマホ決済において JPQR の活用を初めとしたキャッシ

ュレス決済に利用されることが期待されたものの、新型コロナウイルス感染症の流行のた

め海外旅行客の訪日が中断し、この方面でのスマホ決済はほとんど進んでいない状況にあ

る。 

その後、キャッシュレス・ポイント還元に続けて、東京オリンピック・パラリンピック後

の消費を下支えする観点から、2020 年 9 月には、総務省によるマイナポイントによる消費

活性化策が採られ、スマホ決済が一層推進されたと言えよう。 

しかし、この事業を進める中で、いろいろな課題も浮き彫りとなっている。例えば、 

 

A) 紙ベースでの申込みや多数の関係者が介在するスキームによる限界などが指摘された。

ただし、この点については Web 受付システムの導入により解決策が図られている。 

B) QR コードは統一されたものの、JPQR に係る売上管理や決済期などが統一的に管理さ

れず、導入店舗の負担が大きくなっていることから、統一的な売上管理の導入が待たれ

る。すなわち、決済手数料についてはクレジットカードよりも安価であるものの、販売

事業者側に求められる販売管理負担は大きいという特徴がある。 

C) スマホ決済が１万円以下の少額決済に使われることが多いという現状を勘案すると、

そもそもカード決済ですら普及しにくい日本においては、スマホのアプリを立ち上げ、

決済を行うインセンティブが働きにくいことから、ポイント還元事業などのイベント

がなくなった段階において、どの程度、使われるのかは不透明と言わざるを得ない状況

にある。 

D) スマホ決済に対応した店舗は急速に増加しているものの、それでも店舗全体に占める

割合は限定的となっている。例えば、長野県において信州 Go To Eat キャンペーン対象

店舗数（5,291 店舗）のうち 2019 年度に JPQR を導入した店舗数（2,946 店舗）は約 56％

に過ぎす、JPQR を使うことのできる対象店舗が極めて限定的であり、使い勝手はまだ

十分とは言えない。 

E) 一方、非接触型の JPQR 決済は新型コロナウイルス感染症対策として有効であるという

メリットは挙げられる。  

 

以上のことから、新型コロナウイルス感染症対策としてキャッシュレス決済は以前より
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も注目される。しかしながら、複数あるキャッシュレス決済のうち、スマホ決済については、

JPQR普及事業やポイント還元事業等の推進と相俟ってスマホ決済の導入は加速されたもの

の、その普及の程度はまだ十分とは言えず、また、導入後のメリットについても手数料負担

が安価であるものの使い勝手は不十分なものとなっている。 

キャッシュレス決済を考える場合、（a）決済手数料が高いものの管理業務などの充実した

決済事業者のいるケース（クレジットカード等の従来のキャッシュレス決済サービス）と（c）

決済サービス事業者のいないケースがあり、スマホ決済では（a）（c）の中間のである（b） 

決済手数料は安価なものの管理業務などは十分とは言えない決済事業者のいるという中間

ケースとして導入が図られようとしている。 

 

4.4 機能面からみた個人向け決済の特徴 

上述した個人向け決済を受払い金額の決定方法・決済時点という２つの機能から整理す

ると次のとおりとなる。 

 

① 金額の決定権者（入力・入金） 

財・サービスの取引を行った際、その代金の受払いに当たり、消費者と販売事業者のいず

れが、その金額を入力・入金するなど決定権を持っているのかによる分類基準である。 

この基準によると、両者で受払い金額を確認する現金は別として、小切手・振込に加えて

QR 決済などのチャージを行う場合の代理収納については消費者が、それ以外は販売事業者

側が決定権を握っている。 

 

② 決済時点 

決済の時点として、代理収納・振込・口座振替によってチャージする事前決済型、口座

振替を通じた即時決済型、口座振替・クレジットカードを活用する事後決済型の３種類が

ある。 

 

これら２つの機能によって、①を横軸に、②を縦軸にして、それぞれの個人向け決済を整

理すると、図 4-2 の「機能面からみた個人向け決済」に示すとおりである。この図でも分か

るとおり、QR 決済では事前・即時・事後払いを万遍なく活用できる仕組みとなっている。 

表 4-1 は、これら 2 つの機能のほか、消費者対応を行う事業者、出入金の確認時期17、資

金管理・照合機関、清算機関を整理している。 

なお、QR 決済を機能面から整理した場合、金融機関を通じた振込や小切手と同様、MPM

 
17 消費者が出金を確認できるのは、現金・デビッドカード・代理収納の場合は取引時に、クレジットカー

ド・口座振替・振込等の場合は消費者の預金口座からの引き落とされた時である。一方、販売事業者が入

金を確認できるのは、現金・デビッドカードの場合は取引時、代理収納・クレジットカード・口座振替・振

込等の場合は販売事業者の預金口座に入金された時である。すなわち、代理収納の場合だけ、消費者は取

引時に出金を確認できるものの、販売事業者は預金口座に入金があるまで確認できない。 
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方式は消費者が入力・入金金額を決定し、販売事業者には決定権がなく、販売事業者による

権限が制約されたものとなっている。 

 

５．おわりに 

本稿では個人向け（リテール）決済におけるキャッシュレス化の進展度合いを改めて整理

し直した上で、新たなビジネスモデルを展開する「スマホを活用したリテール決済」に着目

して、リテール決済システムにおけるスマホ決済の機能や位置付けについて考察した。 

 国際比較が可能な定義に基づくとき、日本のキャッシュレス決済比率は 26.8%（2019 年）

となっており、他国と比較すると相対的には低い状況にある。ただし、日本におけるキャッ

シュレス決済の普及状況を捉える際、銀行口座間送金を含めるかどうかの扱いはキャッシ

ュレス決済比率の水準に大きな影響を与える。銀行口座間送金を含めるとき、日本のキャッ

シュレス決済比率はより高い水準にある。 

 また、コロナ禍以前において、訪日外国人観光客数が大きく増加したことに伴い、インバ

ウンド需要も大きく伸びた。こうした中、訪日外国人観光客の決済手段としてはクレジット

カードを中心にキャッシュレス決済の割合が高く、また中国からの観光客を中心にスマホ

決済の利用割合が高い。2020 年に入り、コロナ禍の影響により海外旅行が一時的に自粛さ

れたものの、コロナ収束後には再びインバウンド需要への期待が高まることが予想される

ことから、こうしたインバウンド需要の取り込みに向けて、スマホ決済の環境整備は重要な

政策課題と位置付けられる。 

 スマホを活用した個人向け決済は、銀行間決済システムという従前のプラットフォーム

を利用するが、他のキャッシュレス決済とは異なる特徴も持つ。すなわち、クレジットカー

ドは事後決済となり、信用供与と伴うが、スマホ決済は即時決済を前面に押し出し、信用供

与を伴わない形でサービスの提供が行われるため、決済リスクが極めて限定的な決済手段

である。また、スマホ決済は、クレジットカードやデビットカードなど従来のキャッシュレ

ス決済とは異なるビジネスモデルを構築するものであり、金融分野と非金融分野の融合、す

なわち日常におけるあらゆる場面を想定したサービスの提供が期待されている。 

 こうした中、スマホ決済においては UX（ユーザー・エクスペリエンス）を重視するあま

り、マネーローンダリング対策 やセキュリティ対策などのためのルール作りやインフラ整

備が脆弱であると指摘されている。また、最近では日本銀行が中央銀行デジタル通貨（CBDC） 

の導入に向けた議論を展開しており（日本銀行 2020）、スマホ決済を議論する上でデジタル

通貨との関わりも欠かせないが、これらの点を踏まえた考察は今後の課題としたい。 
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A．補論 JPQR 普及事業に関するヒアリング調査のまとめ 

 

≪ヒアリングの時期と対象≫ 

2020 年 11 月～21 年 1 月実施 

総務省（情報流通行政局情報流通振興課デジタル企業行動室） 

 長野県（産業労働局産業立地・経営支援課創業・サービス産業振興室） 

  和歌山県（商工観光労働部商工労働政策局商工振興課） 

 キャッシュレス推進協議会 

 ㈱日本決済情報センター 

 

 

1  キャッシュレス決済の利用状況 

① キャッシュレス決済比率の推移18（キャッシュレス推進協議会） 

2017 年 21.3% 

2018 年 24.1% 

2019 年 26.8% 

2027 年 40%（目標）「未来投資戦略 2017」（2017 年） 

2025 年 40%（目標）「成長戦略フォローアップ」（2020 年）で目標を前倒し 

② 現状のキャッシュレス決済のうち、９割以上はクレジットカードが占めている。なお、

2019 年は QR コード決済の伸びが大きい。（2018 年 0.05%→2019 年 0.31%。0.26%p 増。）

また、自動引き落としを含めると、キャッシュレス決済比率は５割を超える。（キャッ

シュレス推進協議会・日本決済情報センター） 

③ 最近は、キャッシュレス決済が進み、ATM の利用割合も減っている。（和歌山県） 

④ 日本のキャッシュレス決済の特徴（キャッシュレス推進協議会） 

A) 電子マネーが普及している。例えば、イオン城下町と言える地域では Waon の利用

が多い。これに対して、海外は電子マネーの利用が少ない。 

B) 現状でキャッシュレス決済手段の種類が多い。これに対して、海外は種類が少ない。

このため、今後は競争と協調が進む中で、特定の手段に収斂されていくことが望ま

しい。 

C) 海外送金が少ない。これに対して、海外は海外送金が多い。 

⑤ 今後はまた中央銀行デジタル通貨（CBDC）の導入が予想され、日本銀行でも 2021 年

に実証実験を行う予定である。（キャッシュレス推進協議会） 

⑥ 日本ではキャッシュレス決済手段の種類が多すぎることから、今後は競争と協調が進

む中で、特定の手段に自然淘汰されることが望ましい。（キャッシュレス推進協議会） 

 

 
18 出所は経済産業省(2020) 
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2  JPQR 普及事業の進捗状況と課題 

① 岩手県・長野県・和歌山県・福岡県の４県は総務省事業。栃木県は独自事業。 

事業規模については 2019 年度 8.5 億円（2018 年度補正予算）、2020 年度 12 億円（2019

年度補正予算 1.2 億円、2020 年度当初予算 10.8 億円（マイナポイント関連を含む。））

となっている。（総務省） 

② 主要 QR コード決済事業者 12 社の利用金額・件数（2018 年・19 年）（総務省） 

店舗利用金額：2018 年 1,700 億円、2019 年 1.1 兆円（約 6.5 倍）、 

2020 年上期 1.8 兆円 

店舗利用件数：2018 年 5,000 万件、2019 年 8 億件（約 16 倍） 

③ 2019 年の JPQR 普及事業の活動（総務省・長野県・和歌山県） 

説明会＝145 回（うち和歌山県 50 回）、参加者数＝5,700 人 

導入店舗数＝11,872 店（4 県合計） 

岩手県 ＝CPM：832、MPM：1,035 

長野県 ＝CPM：930、MPM：2,016 

和歌山県＝CPM：551、MPM：1,256（クレジットカード等を含む対応店舗＝9,600） 

福岡県 ＝CPM：2,065、MPM：2,835 

栃木県 ＝MPM： 352 

④ 2019 年 8 月から始まった JPQR 普及事業は 2019 年 10 月から消費税率引上げに伴う需

要平準化策として実施された経済産業省によるキャッシュレス・ポイント還元事業、さ

らには、東京オリンピック・パラリンピック後の消費を下支えするため、2020 年 9 月

から総務省によるマイナポイントによる消費活性化策と相俟って、急速に普及したも

のの、政府による支援策後の動向に注視する必要がある。（総務省・和歌山県） 

⑤ ポイント還元事業については小規模店舗で出遅れが目立っている。（長野県） 

⑥ JPQR 普及事業が実施された 2019 年はクレジットカードの安全性向上に向けた IC チッ

プ対応や消費税の軽減税率導入があり、店舗にとっては POS レジの回収などで忙しい

時期と重なっていたため、長野県内の主要スーパー（デリシア、ツルヤなど）は JPQR

導入を見送っている。2020 年度の全国向け普及事業では長野県内の各市町村の判断を

尊重していく。（長野県）  

⑦ 2020 年度に入ると、新型コロナウイルス感染症対策のための臨時交付金を通じて、千

曲市・上田市・松本市などでは PayPay ポイント還元事業を実施している。こうした取

り組みの背景には非接触型のキャッシュレス決済が感染症対策として有効であること、

積極的に営業活動する PayPay を利用することによって行政における人的リソースの負

担を小さくすることができることなどが挙げられる。（長野県） 

⑧ 長野県では、インバウンド観光客が多いことから、以前からキャッシュレス決済を推進

しており、キャッシュレス推進協議会にも自治体会員（当時 10 県程度）として参画し

ている。また、JPQR 普及事業以前から、国際観光推進室が AliPay や WechatPay などの
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中華系 QR コード決済の普及を支援しており、2014~2015 年ごろには市町村（野沢温泉

町など）の観光局向けにキャッシュレス・セミナーを開催していた。（長野県） 

⑨ 2014 年に公表された総務省・経済産業省の商業統計においてキャッシュレス決済対応

店舗割合・決済割合ともに和歌山県が最下位の 47 位であったため、県としてキャッシ

ュレス決済を進めることとした。（和歌山県） 

⑩ 長野県では、2019 年度 JPQR 普及事業において信州中野おごっそフェア（物産展）や上

田地域産業展などの地域イベントで広報活動を実施した。（長野県） 

⑪ キャッシュレス導入の目的としては事業所の生産性向上と消費者の利便性向上が挙げ

られ、その結果として地域振興を期待している。（長野県） 

⑫ 2019 年度 JPQR モデル事業はキャッシュレス決済、特にモバイル決済の認知度向上に

役立った。特に、ローカルな小規模事業者に浸透した。（和歌山県） 

⑬ QR コード決済は今のところ「過渡期の手段」という位置づけにあり、長期的に見て今

後もその利用状況が伸びていくかどうかは不透明である。（キャッシュレス推進協議会） 

⑭ QR コード決済を使う場合、アプリを立ち上げる必要があるため、カード決済よりも面

倒であり、その普及の障害である。（日本決済情報センター） 

 

3  JPQR 普及事業の課題 

① 決済事業者間で必要な記入事項が異なることから、申込書の記載不備やデータ入力不

備等の問題が多発するとともに、店舗と決済事業者間に多くの関係者が介在する分業

スキームを採用したため、導入までの遅延も発生した。これに対しては、(a) Web 受付

システムで全国から JPQR 参加の決済事業者への申し込みをまとめて実施できるよう

にするほか（店舗による直接手続き）、(b) 申込説明会を全国で行い、専用コールセンタ

ーによるサポートも実施している。（総務省・和歌山県） 

② 2019 の JPQR 普及事業では、導入店舗側における申請書作成の負担が大きかった。（長

野県） 

③ JPQR の導入により複数の決済サービスが提供されることとなったものの、売上・決済

期などの管理が複雑になり、導入店舗の負担が大きくなっているため、統一的な売上管

理の導入が待たれる。（総務省・和歌山県） 

④ JPQRの普及のためには認知度の向上が求められている。（キャッシュレス推進協議会） 

⑤ 2019 年 5 月からクラウドペイ19が複数の QR コード決済サービスに対応しているもの

の、JPQR とは別物で、連携の予定もなく、結局、JPQR 以外のコードが残ることとな

る。（総務省） 

 

4  CPM 方式（消費者提示型）と MPM 方式（販売事業者提示型）の比較 

① CPM 方式は店舗側の投資コストが高く、大型店舗やコンビニ向けとなっている。また、

 
19 ㈱デジタルガレージのグループ企業が運営。 
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MPM 方式は店舗側の投資コストが低く、小規模店舗向きとなっている。この結果、導

入店舗数は MPM 方式の方が CPM 方式よりも多い。（総務省・長野県） 

② CPM 方式・MPM 方式とも QR コードとバーコードの２つの決済コードがあるものの、

JPQR 補助事業については CPM の QR コードは対象となっていない。（長野県） 

 

5  QR 決済の特徴 

① QR コード決済の特徴は小口決済と言える。電子マネーの特徴も同様に小口決済が中心

である。これに対して、クレジットカードの特徴は大口決済と言えるが、近年はその平

均金額が低下傾向にある。結果として、各手段の相違は次第に小さくなっている。（長

野県） 

② QR コード決済は、３万円以下の少額な決済に使われる傾向にあり、それ以上の場合は

クレジット決済が多い。（和歌山県） 

③ QR コード決済の１回あたり金額は約 1,600 円であるが、これは低下傾向にある。その

結果、QR コード決済の特徴は「低額多頻度決済」と言える。（キャッシュレス推進協議

会） 

 

6  決済手数料・入金頻度等 

① キャッシュレス決済手段のうち、QR コードはクレジットカードや電子マネーと比べて

手数料が低廉で、入金頻度も多く、端末導入の必要もないなど、中小店舗にとっては比

較的負担が小さく、受け入れやすい手段である。（総務省・和歌山県・日本決済情報セ

ンター） 

② 2019 年度 JPQR 普及事業は小規模店舗のキャッシュレス導入を後押ししたと捉えてい

る。（長野県） 

③ 一方、QR 決済の中には入金頻度が少ない場合もあるという懸念が示された。（長野県） 

④ QR コード決済事業は事業者にとって今や手数料収入を得ることが難しい。手数料に期

待して決済のみを扱う場合、結局は Origami Pay のように撤退を余儀なくされている。

QR コード決済事業の狙いはむしろ購買データの利活用であり、それに基づく消費者へ

の Recommend 活動と言える。実際に PayPay では日常の購買活動の把握を狙いとして

いる。まあた、PayPay と Line Pay の統合もデータビジネスを睨んだものである。（キャ

ッシュレス推進協議会・日本決済情報センター） 

⑤ JPQRはコードの対応などで主に決済サービス提供事業者側に負担が発生するのに対し

て店舗側は導入の負担が小さいものとなっている。（長野県） 

 

7  決済事業者の特徴 

① 2020 年 10 月時点における JPQR 参加予定決済事業者＝18 社。このうち、国内＝16 社

（銀行系 6 社、その他 10 社）、海外＝2 社。最近、銀行系（特に地銀系）の決済事業者
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の参加が増えてきているものの、これはひとまず時流に乗った取り組みにすぎず、デー

タの利活用などといった点での戦略があるようには見られない。（総務省・キャッシュ

レス推進協議会） 

② 国際決済サービスについては、台湾・韓国・シンガポールなどの事業者とも提携の可能

性を検討中。（総務省） 

③ シンガポール統一 QR コード（SGQR）は Alipay や Wechat Pay を含んでいる。JPQR に

おいても Alipay が加わることもあるかもしれない。（キャッシュレス推進協議会）   

 

8  新型コロナウイルス感染症の影響 

① 新型コロナウイルス感染症の流行に伴い、キャッシュレス決済は非接触型というメリ

ットが挙げられる。新型コロナウイルス感染症の流行はキャッシュレス決済に対して

追い風に働いたと認識しており、実際に e コマース（amazon や楽天など）の取引は増

加している。（総務省・長野県・キャッシュレス推進協議会） 

 

9  キャッシュレス化推進に向けた今後の取組み 

① 長野県では 2020 年 7 月に「長野県 DX 戦略」（実施期間：2020~2022 年度）を策定し、

その中の「スマート・ハイランド推進プログラム」の一環として、今後も幅広い手段を

使ってキャッシュレス推進に取り組んでいく予定である。（長野県） 

② 今後とも JPQR の利用機会を高めるため、多展開で普及事業を進めて行く必要がある。

例えば、契約書の中に JPQR を含めることや、自治体で利用すること（住民票の利用料

など）が挙げられる。また、JPQR は契約関係さえあれば国内のみならず海外でも利用

可能であるため、海外での利用機会向上も進めて行くと良い（例えば、中東・南米・東

南アジアでも JPQR は利用可能である。）。（キャッシュレス推進協議会） 

 

10  その他 

① QR 決済事業者が乱立しているため、各店舗（特に小規模事業者）は使いこなせていな

いのが現状である。 

② 当初、手数料ゼロの決済事業者である Au ペイや Line ペイも有力視されたものの、実

際、蓋を開けると店舗登録に当たって新設に対応する PayPay のシェアが増えている。

PayPay の場合、マンパワーを背景にアフターフォロー（店舗登録後のサポート）が充

実している。例えば、店舗登録する場合、決済事業者による審査があるが、PyaPay 以

外の事業者の場合、審査結果についての連絡がないなどサポートが得られないという

苦情が寄せられている。また、PayPay の場合、いろいろと提案を行ってくれ、人手の

少ない現状では営業活動をしっかりと行っている PayPay に流れる傾向がある。PayPay

はユーザー数を増やす戦略をとっており、その甲斐があって最もユーザー数が多い。

PayPay の営業はローラー作戦をとっており、一つの店舗が導入することで他の店舗も



24 

 

導入が進むことを期待したものであるが、実際にその影響は大きい。（和歌山県・キャ

ッシュレス推進協議会） 

③ QR コード決済については PayPay のほぼ寡占状態と言える。その背景には営業部隊の

強さ、店舗への手当ての充実さ、入金頻度の多さ、ポイント還元率の高さ（20%）など

が挙げられる。（キャッシュレス推進協議会） 

④ そもそも現金でもひったくりのリスクがあるので、いかなる決済手段でもリスク・ゼロ

とは言えない。現金との比較でどの程度、安全かという問題である。本来、金融機関の

口座情報は、決済事業者とは別に保存されており、その間の紐付けの問題となる。各決

済事業者ともセキュリティで安心感を与えることの重要性を認識できたのではないか。

（和歌山県） 

⑤ キャッシュレス決済を進める中で重要な課題の一つとして、セキュリティの問題が挙

げられる。現在はキャッシュレス決済の事業者にとって顧客獲得の時期と言え、主に利

便性を高めることに重きが置かれている。他方、利便性と安全性はトレード・オフの関

係にあるため、実際にセキュリティ上の問題も少なくない20。（キャッシュレス推進協

議会） 

⑥ 最近は QR コード決済に関する事件が多発しているものの、キャッシュレス決済におけ

る不正利用被害額はクレジットカードの方が大きい21。（キャッシュレス推進協議会） 

⑦ キャッシュレス推進協議会では、金融庁・警察庁・経産省・総務省の協力のもと、セキ

ュリティ・ガイドラインを公表している。ただし、キャッシュレス推進協議会は自主規

制機関ではないため、ガイドラインは紳士協定の位置づけである。金融庁所管外の事業

者が少なくないため、キャッシュレス推進協議会のガイドラインは幅広いキャッシュ

レス事業者に向けた役割を果たしている。（キャッシュレス推進協議会） 

 

 

参考文献 

1. キャッシュレス推進協議会(2020),「キャッシュレス・ロードマップ 2020」, キャッシュ

レス推進協議会ホームページ 

2. 観光庁(2020a),「令和元年度『訪日外国人旅行者の受入環境整備に関するアンケート』

調査結果」, 観光庁ホームページ 

3. 観光庁(2020b),「都道府県別消費税免税店数の分布（2020 年 9 月 30 日現在）」, 観光庁

ホームページ 

 
20 セキュリティ上の問題として、最近は既存のサービスにキャッシュレス決済機能を付加し、当初の目的とは異なる

使用方法を導入したことでセキュリティ上のスキを突かれているケースもある。例えばセブン・ペイの場合、元々、セ

ブン・アプリが二重認証を採用していない中で、このサービスをベースにしてセブン・ペイを導入した。そのため、セ

ブン・ペイにおいても二重認証を採用していない点がセキュリティ上の課題として露呈した。 
21 クレジットカードにおける不正利用被害額は 2018 年の 1 年間で 235 億円（日本クレジット協会「日本のク

レジット統計 2018 年版」） 



25 

 

4. 観光庁・経済産業省(2020),「消費税免税店の手引き」, 観光庁ホームページ 

5. 経済産業省(2018),「キャッシュレス・ビジョン」, 経済産業省ホームページ 

6. 経済産業省(2020), 「キャッシュレス決済の中小店舗への更なる普及促進に向けた環境整備

検討会：第二回検討会資料３（2020年 6月 23日）」, 経済産業省ホームページ 

7. 財務省財務総合政策研究所(2019),『キャッシュレス・イノベーション：決済手段の進化

と海外事情』, 金融財政事情研究会 

8. 坂巻哲朗(2019), 「デジタル経済の進展と支払手段の多様化」, 財務省財務総合政策研

究所（編）『キャッシュレス・イノベーション：決済手段の進化と海外事情』 第１章, 

金融財政事情研究会 

9. 全国銀行協会(2020), 「キャッシュレスによる払出し比率の調査結果（2020 年上半期）」, 

全国銀行協会ホームページ 

10. 内閣府政策統括官（経済財政分析担当）(2020),「地域の経済 2018」, 内閣府ホームペー

ジ 

11. 中田真佐男(2018),「国内リテール決済におけるキャッシュレス化の進展に向けた論点整

理」, 金融調査研究平成 29 年度第 1 研究グループ報告書『キャッシュレス社会の進展

と金融制度のあり方』第 5 章, pp.95-136, 全国銀行協会金融調査研究会 

12. 中田真佐男(2019),「地方におけるリテール決済のキャッシュレス化の進展に向けた課題」

『九州佐賀総合政策研究』2019 年第 3 号, pp.1-10, 佐賀地域経済研究会（佐賀大学） 

13. 日本銀行(2019),「決済システムレポート」（2019 年 3 月 27 日）, 日本銀行ホームページ 

14. 日本クレジットカード協会・野村総合研究所(2020),「キャッシュレス社会実現に向けた

消費実態の客観的把握 調査報告書」, 日本クレジットカード協会ホームページ 

15. 日本経済再生本部(2014),「『日本再興戦略』改訂 2014：未来への挑戦」（2014 年 6 月 24

日）, 首相官邸ホームページ 

16. 日本経済再生本部(2017),「未来投資戦略 2017：Society 5.0 の実現に向けた改革」（2017

年 6 月 9 日）, 首相官邸ホームページ 

17. 日本経済再生本部(2020),「成長戦略フォローアップ」（2017 年 7 月 17 日）, 首相官邸ホ

ームページ 

18. 日本決済情報センター, 「デビットカード決済サービス」, 日本決済情報センターホー

ムページ（2021 年 3 月 31 日） 

https://www.jpsic.co.jp/service/debitcard.html 

 



26 

 

図 2-1 キャッシュレス比率の国際比較（暦年） 

 

（データ出所）BIS「Payments and financial market infrastructures」, World Bank「World development Indicators」,

内閣府「2019 年度国民経済計算」 

 

図 2-2 日本におけるキャッシュレス決済の推移（暦年） 

 

（データ出所）BIS「Payments and financial market infrastructures」, 内閣府「2019 年度国民経済計算」 
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図 3-1 訪日外客数の推移（暦年） 

 

（データ出所）日本政府観光局「訪日外客統計」 

 

図 3-2 訪日外客数の伸び：2003 年=100（暦年） 

 

（データ出所）日本政府観光局「訪日外客統計」 
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図 3-3 訪日外国人観光客の延べ宿泊者数の推移（暦年） 

 

（データ出所）観光庁「宿泊旅行統計調査」 

 

図 3-4 訪日外国人観光客の訪問率：都道府県別（2012 年および 2019 年） 

 

（データ出所）観光庁「訪日外国人消費動向調査」 
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図 3-5 訪日外国人観光客の延べ宿泊者数：都道府県別（2019 年） 

 

（データ出所）観光庁「宿泊旅行統計調査」 

 

図 3-6 訪日外国人観光客の国内消費額の推移（暦年） 

 

（データ出所）内閣府「2019 年度国民経済計算」 
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図 3-7 一人一回あたり旅行消費単価の推移（暦年） 

 

（データ出所）観光庁「訪日外国人消費動向調査」 

 

図 3-8 一人一回あたり旅行消費単価：国籍別（2019 年） 

 

（データ出所）観光庁「訪日外国人消費動向調査」 
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図 3-9 一人一回あたり旅行消費単価：都道府県別（2019 年） 

 

（データ出所）観光庁「訪日外国人消費動向調査」 

 

表 3-1 一人一回あたり旅行消費の費目別構成比：国籍別（2019 年） 

 

（データ出所）観光庁「訪日外国人消費動向調査」 
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図 3-10 一人一回あたり旅行消費の費目別金額：国籍別（2019 年） 

 

（データ出所）観光庁「訪日外国人消費動向調査」 

 

表 3-2 買物場所：国籍別（2019 年） 

 

（データ出所）観光庁「訪日外国人消費動向調査」 

 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

全国籍 地域 韓国 台湾 香港 中国

宿泊費 飲食費 交通費 娯楽等サービス費 買物代 その他

（円／人）

（%）

全国籍 地域 韓国 台湾 香港 中国

百貨店・デパート 55.6 30.2 57.9 66.8 73.8

家電量販店 19.7 6.8 26.9 14.9 33.1

ファッション専門店 18.5 10.7 15.5 26.1 21.0

100円ショップ 17.0 10.9 18.1 24.9 8.3

高速道路のSA・道の駅 4.6 1.8 7.0 8.0 6.6

観光地の土産店 29.9 15.6 36.7 33.6 25.9

宿泊施設 6.3 6.9 8.7 7.6 6.9

スーパーマーケット 48.2 26.6 66.9 63.8 47.5

コンビニエンスストア 73.9 69.7 83.3 78.7 82.1

ドラッグストア 59.5 42.7 86.7 75.0 88.7

ディスカウントストア 14.8 27.6 11.5 11.8 8.9

アウトレットモール 14.0 6.4 18.0 19.4 17.2

都心の複合商業施設 20.2 23.5 18.2 16.8 27.4

その他ショッピングセンター 13.5 10.0 15.2 16.9 15.5

鉄道駅構内の店舗 9.6 3.1 12.0 14.2 9.1

空港の免税店 59.8 58.5 64.0 58.0 79.7

クルーズ寄港港湾内の店舗 0.5 0.3 0.9 0.7 0.3

その他 3.1 3.8 1.8 2.3 1.5



33 

 

表 3-3 決済手段：国籍別（2019 年） 

 

（データ出所）観光庁「訪日外国人消費動向調査」 

（%）

全国籍 地域 韓国 台湾 香港 中国

現金 95.7 96.9 98.3 98.1 95.1

クレジットカード 59.5 48.5 64.5 57.8 61.2

交通系ICカード（Suica等） 16.7 8.2 19.2 19.1 21.5

その他ICカード（Edy等） 0.3 0.1 0.3 0.4 0.3

デビットカード（銀聯, Visaデビット等） 9.4 0.8 1.8 3.4 27.7

モバイル決済（Alipay, WeChat等） 20.1 0.2 0.6 3.3 73.2

仮想通貨（BitCoin等） 0.0 0.0 0.0 0.1 0.1

割引クーポン 1.7 0.3 1.8 1.4 4.4
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図 4-1 リテール（個人向け）決済と決済システム 

 

（注）日本銀行「決済システムレポート 2019 年 3 月版」を参考に筆者がリテール決済を加筆修正 

 

図 4-2 機能面から見た個人向け決済 

 

（注）筆者作成 
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図 4-3 リテール（個人向け）決済とホールセール決済 

 

（注）筆者作成 

 

図 4-4 政府のキャッシュレス化推進関連事業 

 

（注）筆者作成 
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表 4-1 個人決済（リテール決済）に関する機能面からの整理 

 

（注）筆者作成 

 

金額の決定権(入力・入金) 消費者対応 決済時点 消費者側の出金確認時期 販売事業者側の入金確認時期 資金管理・照合機関

消費者・販売事業者 販売事業者 即時 取引時 取引時 （販売事業者） ー

消費者 販売事業者 事後払い 消費者の口座の出金時 販売事業者の口座の入金時 （販売事業者） 各地手形交換所

販売事業者 販売事業者・クレジットカード会社 事後払い 消費者の口座の出金時 販売事業者の口座の入金時 クレジットカード会社 全銀ネット

販売事業者 デビットカード会社 即時 取引時 取引時
マルチペイメントネットワーク

（日本ＭＰＮ運営機構）
クリアリングセンター 全銀ネット

販売事業者

消費者（チャージの場合）
代理収納サービス会社 事前払い 取引時 販売事業者の口座の入金時

マルチペイメントネットワーク

（日本ＭＰＮ運営機構）
クリアリングセンター 全銀ネット

販売事業者 金融機関
事前払い（ＱＲ決済時）

即時・事後払い（ＱＲ決済時）
消費者の口座の出金時 販売事業者の口座の入金時 金融機関 全銀ネット

金融機関 全銀ネット

金融機関 金融機関

資金移動業者 資金移動業者

ＱＲコード決済

ＣＰＭ(消費者提示型) 販売事業者 販売事業者 ※各種決済に従う。 取引時(各種決済に従う。) 取引時(各種決済に従う。) QRコード決済事業者

ＭＰＭ(販売事業者提示型) 消費者 販売事業者 ※各種決済に従う。 取引時(各種決済に従う。) 取引時(各種決済に従う。) QRコード決済事業者

消費者 金融機関 消費者の口座の出金時 販売事業者の口座の入金時
事前払い（ＱＲ決済時）

事後払い

口座振替（口座引落し）

デビットカード

代理収納

振込

清算機関

現金

小切手
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